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「情報通信審議会 情報通信技術分科会 IP ネットワーク設備委員会 第四次報告(案)」 

についての意見募集の結果 
 

 

意見募集期間：令和２年 10 月２日（金）から 11 月４日（水）まで 

提出されたご意見の件数：８件 

 

受付 意見提出者 

１ 日本電信電話株式会社 

２ 一般社団法人テレコムサービス協会 

３ 株式会社ＮＴＴドコモ 

４ KDDI 株式会社 

５ 個人 A 

６ 個人 B 

７ 個人 C 

８ 個人 D 

別紙１ 
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「情報通信審議会 情報通信技術分科会 IP ネットワーク設備委員会 第四次報告(案)」 

に対して寄せられた意見及びこれに対する考え方 

No. 意見対象箇所 提出された意見 意見に対する考え方 

修正

の 

有無 

報告書（案）全般についての意見 

１ 全般 

 

今回、情報通信審議会 情報通信技術分科会 IP ネッ

トワーク設備委員会 第四次報告（案） -「ネットワークの 

IP 化に対応した電気通信設備に係る技術的条件」のうち

「IoT の普及に対応した電気通信設備に係る技術的条件」

- において、ワイヤレス固定電話を提供する際に必要と

なる技術的条件が具体的に示されたことに賛同します。  

今後、ワイヤレス固定電話を提供することで、メタルケ

ーブルの再敷設等や日常的な設備保守稼働を減らすこと

が可能となり、「固定電話の安定的な提供の確保」に寄与

するものと考えています。 

当社としては、今後、ワイヤレス固定電話の提供に向

けて、具体的な検討を進めていく考えです。また、その検

討に際しては、安全・信頼性確保や、利用者利便確保の

観点についても考慮し、適切に対応していく考えです。  

なお、今後とも、固定電話の需要が減少し続けると想

定される中、モバイル通信等の多様な通信手段が既に普

及している状況を踏まえ、ワイヤレス固定電話を含む固

定電話に求める技術要件についても、適宜見直しを図っ

ていく必要があると考えます。 

【日本電信電話株式会社】 

本報告書（案）への賛成のご意見として承ります。 

なお、適宜の見直しについては、「第３章 今後の対応及

び検討課題」において「その時代の変化に即した技術基準

や制度について、今後も適宜適切な議論が求められるもの

である。」と記載しております。 

無 



3 
 

２ 全般 今回検討された「ワイヤレス固定電話」の技術要件は、

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社

（以下「NTT 東西」という）がユニバーサルサービス制度に

基づき固定加入電話を提供するにあたるメタル回線の代

替手段としての位置付けとなっているが、折角「ワイヤレ

ス固定電話」の技術要件を纏めたのであれば、NTT 東西

に限らず他の事業者においても、この要件を基準として

「ワイヤレス固定電話」の提供が可能となることが、これか

らの 5G を始めとしたワイヤレス時代には必要不可欠と考

えます。引続き検討を進めることを要望します。 

【一般社団法人テレコムサービス協会】 

ワイヤレス固定電話については、適格電気通信事業者で

ある NTT 東西が、ユニバーサルサービスである固定加入電

話の役務を適切、公平かつ安定的に提供することを確保す

るために必要があると認められる場合に限って、例外的に

他者設備の利用を認められるものであり、報告書（案）は、

当該ワイヤレス固定電話用設備の技術的条件について記

述したものになります。 

頂いたご意見については、今後の参考とさせていただき

ます。 

 

３ 全般 「ワイヤレス固定電話用設備に係る技術的条件」につき

まして、ワイヤレス固定電話サービスでは無線によるアク

セス回線が含まれるため、従来の電話と同等の技術基準

を求めることは困難であることを考慮しつつ、ユニバーサ

ルサービスとしての固定電話の代替であることと、電話の

提供手段の効率化の必要性を総合的に鑑みて、係る規

定を整備されることは必要と考えます。 

 報告(案)に記載の通り、ワイヤレス固定電話用設備に

係る技術的条件として求められる音声通信品質は無線ア

クセス回線を含むネットワークとして妥当であると考えま

す。さらに、ユニバーサルサービスとしてのワイヤレス固

定電話サービスの役割を鑑みると、安定品質や緊急通報

のために具備することが求められる各機能は妥当である

と考えます。 

また、「他社設備を含む事業用電気通信設備の安全・

信頼性確保の在り方」につきまして、他社の携帯電話網を

利用してサービス提供されることが想定されるワイヤレス

本報告書（案）への賛成のご意見として承ります。 無 
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固定電話用設備の安全・信頼性を確保しつつ運用するた

めに、係る規定を整備されることは必要と考えます。 

報告(案)に記載の通り、事業主体の NTT 東西が携帯

電話事業者と連携し、ワイヤレス固定電話のネットワーク

全体の運用・保守を行い利用者に対応することは妥当で

あると考えます。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】 

４ 全般 今般検討された「ワイヤレス固定電話用設備に係る技

術的条件」は、ユニバーサルサービスとして固定電話の

代替となる NTT 東・西によるワイヤレス固定電話サービ

スの提供を可能とするための条件であり、その対象は

NTT 東・西の網・サービスに限定され、他事業者の提供

する携帯電話網・サービスを規定するものではないと認識

しております。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

本報告書（案）は、適格電気通信事業者が提供するワイ

ヤレス固定電話に用いられる設備の技術的条件について

述べたものであり、携帯電話用設備の技術的条件の変更を

述べたものではございません。 

無 

５ 全般  ワイヤレス固定電話は、辺地、離島の電話サービス維

持のため例外的に認める制度とのことですが、どこであっ

てもメタルケーブルが老朽化した際の再敷設の経済負担

は大きいと考えられるので、都市部、集合住宅、オフィス

ビルにも対象を広げることにはならないでしょうか？ 

ワイヤレス固定電話が、アナログ電話の代替サービス

にならないか心配しています。 

【個人 A】 

電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する

法律の一部を改正する法律（令和２年法律第 30 号。以下

「改正法」という。）による改正後の日本電信電話株式会社

等に関する法律（昭和 59 年法律第 85 号）第２条第５項の認

可は、地域電気通信業務について、ＮＴＴ東西の自己設備を

用いて行うことを原則としつつ、電話の役務の利用者が著し

く少ない一部の地域において、光ファイバを含め自己設備

規定の遵守と電話の役務のあまねく日本全国における適

切、公平かつ安定的な提供の確保が両立できないおそれが

生じる場合に、例外的に他者設備の利用が認められるもの

です。認可に際しては、総務省において、他者設備の利用

を例外的に認める制度趣旨の観点も含めて審査することが

適当と考えます。 

無 
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６ 全般  ワイヤレス固定電話が認められた場合、アナログ固定

電話の利用者が NTT の都合により、ワイヤレス固定電話

に強制的に移行させられることや、新たにアナログ電話を

設置することを断られることになりませんか？ 

アナログ電話は停電しても使えますが、災害等により

電話の利用場所や、ワイヤレス固定電話を接続する携帯

電話基地局が停電した場合、ワイヤレス固定電話も使用

できなくなることを心配しております。 

【個人 B】 

日本電信電話株式会社等に関する法律施行規則の一部

を改正する省令（令和２年総務省令第 92 号）による改正後

の日本電信電話株式会社等に関する法律施行規則（昭和

60 年郵政省令第 23 号）第２条の３第８号で、NTT 東西が他

者設備利用の認可を申請する際には、「業務に係る加入者

の保護を図るために講ずる措置」を講ずることとされており、

NTT 東西による加入者への事前の十分な説明や苦情相談

等への対応等が行われるものと考えます。認可に際して

は、総務省において、適切に確認を行うことが適当と考えま

す。 

また、「第２章 ワイヤレス固定電話用設備に係る技術的

条件 2.1 ワイヤレス固定電話用設備に係る技術的条件（３）

電気的特性及び信号方式について」において、停電時など

における利用者端末への電源供給の義務を課すことまでは

求めておりませんが、モバイルバッテリーの利用などを想定

し「利用者側で一定程度の対応が可能であるのであれば、」

との前提を付けております。 

無 

７ 全般 総務省は、「ICT インフラ地域展開マスタープラン 2.0」

を策定し、高度無線環境整備推進事業では、令和 2 年予

算を約 550 億円獲得し、ワイヤレス固定電話提供を想定

している離島、辺地等の地理的条件不利地域での光ファ

イバの整備事業を積極的に行っている。 

ワイヤレス固定電話の検討開始された平成 29 年 12

月時点は、「ICT インフラ地域展開マスタープラン」策定前

であり、離島、辺地には光ファイバが整備されず、通信事

業者が老朽化したメタルケーブルを再敷設する前提で検

討を開始していることから、現時点の状況とは大きく異な

る。 

本報告書（案）は、本年５月に成立した改正法の施行に向

けて、ワイヤレス固定電話用設備の技術的条件について検

討を行い、その結論を記載したものです。 

なお、電気通信事業者のワイヤレス固定電話の提供等

の義務については、今回の検討の対象外であり、頂いたご

意見については、今後の参考とさせていただきます。 

無 
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固定電話の利用者がワイヤレス固定電話に移行した

場合、音声品質は携帯電話相当に低下し、局給電が利用

できなくなるデメリットがあり、通信事業者側は、新たにワ

イヤレス固定電話用の設備構築、専用端末開発が必要と

なることから、高度無線環境整備推進事業との二重投資

を強いられるとともに、ワイヤレス固定電話の通話料金を

固定電話と同等とすれば、固定電話よりも高額な携帯電

話通信料金が発生することから、逆ザヤになるため、運

用面においても経済的な負担は大きいと考える。 

現時点では、総務省、各通信事業者とも高度無線環境

整備事業の推進に注力するために、ワイヤレス固定電話

の検討は一旦凍結し、今後の光ファイバ整備、５G 基地

局整備、ローカル５G の技術動向、PSTN マイグレーショ

ン等に注視し、ICT インフラ地域展開マスタープランと整

合性を取りながら、必要があれば改めてワイヤレス固定

電話を議論すべきと考えるが、現時点でワイヤレス固定

電話の技術基準を定める理由はあるか？ 

また、ワイヤレス固定電話の技術基準が定められた場

合、通信事業者はワイヤレス固定電話を開発・提供し、固

定電話利用者を移行させる義務はあるか？ 

【個人 C】 

個別論点についての意見 

８ 緊急通報関連 緊急通報に関するコールバック５機能に関し、報告書

案にもある通り、関係事業者間で詳細検討の最中であっ

たとの認識でおります。関係事業者間の技術的な実現手

法の検討結果を考慮した制度整備を要望いたします。 

【KDDI 株式会社】 

緊急通報に関するコールバック５機能に関しては、「第２

章 ワイヤレス固定電話用設備に係る技術的条件 2.1 ワイ

ヤレス固定電話用設備に係る技術的条件 （７）緊急通報等

について」において、「技術的な実現性などを考慮する必要

性がある。」としており、本報告書（案）を受けた情報通信審

議会（情報通信技術分科会）一部答申を踏まえて、総務省

無 
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において、適切な制度整備及び運用を行うことが適当と考

えます。 

９ 安定品質関連 音声優先や音声とデータの帯域分離については、関係

事業者間で詳細検討の最中であったとの認識でおりま

す。関係事業者間の技術的な実現手法の検討結果を考

慮した制度整備を要望いたします。 

【KDDI 株式会社】 

本報告書（案）を受けた情報通信審議会（情報通信技術

分科会）一部答申を踏まえ、総務省において、適切な制度

整備及び運用を行うことが適当と考えます。 

無 

その他 

10 -  ＜要旨＞ 

今の携帯電話の音声通話で送ることもできるとしたら８

ｋｂｐｓのスピードでよいから、これも入れて置けば固定電

話全部を無線化することは可能です。 

平常時は６４ｋｂｐｓで通信するが、非常災害時には８ｋｂｐ

ｓも使う。今の携帯電話の端末は全国民に１億８０００万

契約以上です。 

だから携帯電話の音質なら問題ないと思うのです。ＮＯ

ＴＴＶの周波数は最新の状態では空白になって用途を定

めてない。元々ドコモの子会社に割り当てた周波数で、Ｎ

ＴＴが使っても不思議はないと思う。 

それで公共安全ＬＴＥの一部として１７０～２２２ＭＨｚを

一体として使うということです。警察や消防等は自分たち

の中継所等に作って、仮にＮＴＴの固定電話網に故障が

あっても警察や消防等には影響の出ないようにします。 

ただ最新の携帯電話の技術を用います。例えば、ＭＩＭＯ

（マイモ）等により多数のアンテナを使い無線通信網を扱

うことのできる技術も使います。空間多重技術です。これ

を電話局の屋根にアンテナを置いて無線化した固定電話

頂いたご意見については、今後の参考とさせていただき

ます。 

なお、停電時などにおける利用者端末への電源供給の義

務について、「第２章 ワイヤレス固定電話用設備に係る技

術的条件 2.1 ワイヤレス固定電話用設備に係る技術的条

件（３）電気的特性及び信号方式について」において義務を

課すことまでは求めておりませんが、モバイルバッテリーの

利用などを想定し「利用者側で一定程度の対応が可能であ

るのであれば、」との前提を付けております。 

また、ターミナルアダプタの移動については「第２章 ワイ

ヤレス固定電話用設備に係る技術的条件 2.1 ワイヤレス固

定電話用設備に係る技術的条件（７）緊急通報等について」

において「利用者への十分な説明や約款に記載するなどに

より、利用者がターミナルアダプタを移動して使用しないよう

にすることが適当である。」と記載しております。 

無 
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用に使うということですね。 

こうした技術を使うことで固定電話も無線化することで４

割安くして欲しいです。それは携帯電話と同じです。 

携帯電話は４割安くするのは割と簡単です。ドコモをＮＴＴ

の子会社として過疎地を含めて全国に通信網を作りま

す。ａｕ、ソフトバンク、楽天は儲かる都市部だけに投資を

します。今まで高かったのはみんなが過疎地まで携帯電

話網を広げたからです。 

すでに投資している４Ｇ等は残るから問題はないと思

う。５Ｇ以降の投資はということだなぁ。 

これなら４割安は可能だと思うのです。過疎地ではドコモ

以外の事業者はドコモに接続して、それに応じてお金を支

払うということです。 

このことは電波政策課には書いて送りました。 

固定電話の無線化は Wi-Fi 機能を付けるとか、蓄電池

を付けて常時は商用電源に接続します。同報無線の子局

として使えるとかなぁ。その他いろんな機能をいれて便利

にしたらなぁ。 

これからの役所は幾らで提供するかということには無関

心でしたが、これから安くということも常に頭に入れないと

いけないと思うのです。 

日本のインターネット等の情報通信技術はあんまり得

意ではないと思う。英語教育よりも電子書籍で勉強して、

多くの時間も情報通信技術の習得に回した方がよいと思

います。それはクーグル翻訳の進歩をみたらわかると思

います。１０年後のことを見ながらなぁ。 
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＜本文＞ 

１０～２１ページまでのワイヤレス固定電話用設備に係る

技術的条件 

ワイヤレス固定電話には賛成するなぁ。この中で９ページ

の前提条件のメタル回線の老朽化した場合はおそらくドコ

モも完全子会社化したので、携帯電話網（おそらくドコモ）

を用いても良いとは思うが、ＮＯＴＴＶの後の周波数を使え

ば可能だなぁ。 

令和２年３月の我が国の電波の使用状況では２０５～２２

２ＭＨｚは用途を定めてない。 

だからこれは使えると思ってなぁ。 

まあ、６０ＭＨｚ等の周波数も可能だがなぁ。ただ、それよ

りも例えば首都直下型地震等の人口集中地区で起きたら

どうするのかと思ってなぁ。 

おそらくこの場合は、主たる通信網が携帯電話に替わっ

ているから問題はないかもしれないがなぁ。もっともそれを

言い出したら固定電話網って何なのかということになる。 

私の家では固定電話を辞めた。かかって来る電話が全部

広告等でうるさいからなぁ。でもお店等では固定電話はと

ても重要です。個々の従業員等は携帯電話でやり取りし

ても、会社には固定電話で連絡する。 

そういう意味ではＩＰ化しても固定電話は必要です。そこで

思うのは公共安全ＬＴＥ化を利用したらなぁ。２００ＭＨｚ帯

を利用して警察、消防等を扱う部署の公共安全ＬＴＥ化し

て、これよりも優先順位を下げた固定電話網もいれたらな

ぁ。 

警察や消防無線を優先して使い空いた時間を無線化した

固定電話にも使う。新しい放送波はＮＯＴＴＶ（全国版）だ

けではなくＦＭ東京がやっていた地方版も辞めている。だ
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から、このＮＯＴＴＶの周波数（２０５～２２２ＭＨｚ）も含め

て、１７０～２２２ＭＨｚを使いやれば２０５～２２２ＭＨｚは固

定電話の無線化に使えると思う。 

この意味は１７０～２２２ＭＨｚを使うが、電話局の上には

この周波数を使いＬＴＥだから空間多重という意味でなぁ。

これは今の携帯電話のようになぁ。 

ＭＩＭＯ（マイモ）等により多数のアンテナを使い無線通信

網を扱うことのできる技術があるからなぁ。指向性アンテ

ナを用いると多方面でも多重送受信が可能となる。 

この技術を使えば可能となると思う。また、警察や消防無

線には個別中継局等に配置も可能だなぁ。もし、ＮＴＴの

固定電話網が故障してもよいようになぁ。 

ＭＩＭＯ等の技術は今の携帯電話網ではごく普通に使わ

れる技術。これを公共安全ＬＴＥに使えばすべては解決す

ると思う。 

ただ、固定電話機は全部変えないといけなくなる。でもこ

れにより線が切れることがなくなるから地震や洪水等でも

切れることはなくなる。 

メタリックケーブルも不要となる。この後には強電用のケ

ーブルをとう道や管路にいれたらＮＴＴが目指している新し

い電力網（再生エネルギーを使い直流送電線や蓄電池も

なぁ）への参入もできるということになる。 

電力会社も通信網に随分と進出したから、こんどはＮＴＴ

が強電分野に進出するということだなぁ。 

そのためには２００ＭＨｚ帯に公共安全ＬＴＥを作り、２０２４

年の固定電話のＩＰ化の時に全国の電話局の上に２００Ｍ

Ｈｚ帯の公共安全ＬＴＥを作り、固定電話網を無線化したら

とても都合がよいと思うし、警察や消防等にも問題なく使

えると思うなぁ。 
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もう一つは固定電話により部品が安く製造されて、安い警

察や消防等の無線機も安くなると思う。当然に画像も送れ

るがなぁ。消防の無線機のデジタル化では高い無線機を

売りつけて全国各地で訴訟になっていたがなぁ。平成２９

年２月２日に公正取引委員会から５社に対して合計６３億

４４９０万円の課徴金を支払うことになったからなぁ。 

もうそういうことがないようになぁ。 

それと警察や消防は画像も送れるが無線化した固定電話

は音声通話のみです。画像通信は携帯電話網でできま

す。だから一般国民には必要ないのです。 

もっとも、警察や消防もみんな携帯電話も使っていると思

うのです。ただ携帯電話網も切れることがあるからなぁ。

そうした意味でも電話局に公共安全ＬＴＥを作って置くこと

は意味があるのです。 

今の世の中では大地震や台風等では通信網は切れま

す。東日本大震災でも通信網がやられていた。有線網も

無線網なぁ。当然にふくそう状態にもなり通話ができなか

ったと思う。 

千葉県を襲った台風１５号でも長い間停電や携帯電話の

基地局が使えなくなった。その期間も非常に長くなった。 

警察や消防の通信網は独立しているから多分使えたと思

うが、中に有線網があれば使えなかったかもしれんなぁ。 

通信の途絶を改善するには安い無線機を車等に積んで

おくことです。ＦＭ東京がやってうまく行かなかったマルチ

メディア放送の地方版の周波数を使うとかなぁ。 

でもそれをしたら簡易無線とかはなくなってしまう。すでに

一般の人も携帯電話で満足しているが、車が何台か連な

り行く時には信号等で止まった車と通過した車で通信する

には、こうした無線機でやる方が、都合が良いからなぁ。 
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また、大地震等で携帯電話の基地局がやられた時にもな

ぁ。そんなに帯域は必要ない。帯域で１０ＭＨｚもあればな

ぁ。音声では１６００チャンネル分だなぁ。 

これでも４７０ＭＨｚ以下の周波数帯域の２％程です。国民

に周波数を開放する気があるならなぁ。短波の時代には

世界的混信を考慮しないといけないが、ＶＨＦ以上の電波

は見通し距離しか飛ばない。 

日本中では同じ周波数を何十回も使えます。それは簡易

無線を見たらなぁ。 

それと固定電話の無線化には携帯電話と同じ８ｋｂｐｓ（３．

４５ｋｂｐｓが携帯電話で実現した最低限の音質）のものも

使えるようにすると随分と帯域は少なくなるなぁ。無論、６

４ｋｂｐｓのものもなぁ。空いている時は６４ｋｂｐｓでも構わん

が、込み合うと８ｋｂｐｓでも音声通話な問題ないと思う。 

要するに電話であるから携帯電話の通信速度でも十分で

はないかと思う。こしたことをやったら全部無線化可能だ

と思う。 

実は通信に関するものは３０年で大きな変革期を迎える

ようだ。 

まず戦後すぐに発足した電電公社の目的は全国に固定

電話網を作り、全世帯に固定電話を普及させることだった

と思う。それも即電話がかかるように自動回線でなぁ。 

これらの目標は１９８０年より少し前に終わった。戦後すぐ

にゴタゴタしたが電電公社の発足は１９５２年だなぁ。概ね

３０年で目標達成したなぁ。近畿電話局の不正や国際電

信電話株式会社の密輸事件もあったなぁ。 

近畿電話局の不正とは、１９８２年１月２６日朝日新聞朝

刊１３版２３面 電電不正 部長級は不起訴 大阪地検 ４

１人、裏付け取れず 五十三、五十四年度にカラ会議やカ
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ラ出張で、十二億余万円もの裏金をねん出、流用してい

た日本電信電話公社（真藤恒総裁）の不正経理事件で、

大阪地検特捜部は二十五日、背任、虚偽公文書作成な

ど五つの罪名で告発されていた近畿電気通信局などの当

時の部長級四十一人全員を、「嫌疑不十分」として不起訴

ににする処分を発表した。 

これらのことが原因となり１９８５年に電電公社は民営化さ

れるとともに、国際電信電話株式会社も国際通信の１社

体制から複数の体制に移行したなぁ。 

これも概ね３０年だなぁ。 

また、放送もなぁ。民間のテレビ放送が始まりテレビが普

及した１９６０年頃から３０年後には、衛星放送が本格化し

た。さらにそれから３０年今テレビはインターネットの普及

でなぁ。 

ネットテレビやＹｏｕＴｕｂｅ等になぁ。広告収入の激減だな

ぁ。これも歴史の流れだなぁ。 

また、携帯電話もなぁ。本格的普及は１９９５年頃だなぁ。

これもおそらく５Ｇが本格的に普及するのは自動車の自

動運転車が発売されて大きく普及するまでは、そんなに

大きく普及することはないと思う。 

社会を大幅に変えるということだなぁ。自動運転車の発売

がかなり大きな変化になる。既存の自動車会社はやり方

を変える程度になぁ。おそらく電気自動車の方が制御しや

すいのではないかと思う。ここらにテスラの株価が高い原

因があるのではないか思う。 

この固定電話のＩＰ化も固定電話の在り方が大きく変わる

と思うからよく検討しないとなぁ。それと最新の技術を使い

なぁ。 

全国版マルチメディア放送（ＮＯＴＴＶ）や地方版マルチメデ
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ィア放送がうまく行かなかったのは時代に合わなかったた

めだなぁ。ラジオ放送はＦＭラジオで充分ということだな

ぁ。 

民放のラジオ局はＦＭ波に移行している。ＮＨＫの中波放

送をどうするかということだなぁ。 

まさか、ＮＨＫの中波放送２波をＦＭに移行するのは多分

無理。ＮＨＫがＦＭ３波も持つのは民放のラジオ局が反対

すると思うからなあ。 

ＹｏｕＴｕｂｅに使われる帯域は音声が最大２３２ｋｂｐｓ（最高

音質）に過ぎないからなし、映像は２Ｍｂｐｓだなぁ。これで

ソコソコの画像が見られる。６４ｋｂｐｓはデジタル加入電話

の音質でもあるが、高品位符号化ＩＳＤＮの音質（高音質

なもの）でもある。ワンセグの音声でもある。 

私が見ているのはビット毎秒（ウィキペディア）だから大き

な間違いはないと思う。 

ちなみに地上デジタルの映像は１５Ｍｂｐｓだなぁ。ＢＳ・Ｃ

Ｓは２３Ｍｂｐｓだなぁ。帯域的に地上波６ＭＨｚとＢＳ等は

帯域が３４．５ＭＨｚもなぁ。だからもっと早い放送も可能だ

なぁ。４Ｋや８Ｋ放送も可能だなぁ。 

固定電話のＩＰ化の時に携帯電話の音声の８ｋｂｐｓのもの

を入れたら無線で伝送できると思う。それも元々ＮＯＴＴＶ

が使っていた周波数を使えばよいと思ってなぁ。元々ドコ

モの子会社に割り当ててそのままになっている周波数だ

なぁ。 

２０５～２２２ＭＨｚだなぁ。２００ＭＨｚ帯に公共安全ＬＴＥの

中に入れてしまうと１７０～２２２ＭＨｚを全部使うとなぁ。 

ＮＯＴＴＶも２０５～２２２ＭＨｚを全部は使ってなかったと思

う。ガードバンドを入れて使っていたがこれなら全部使え

るからなぁ。この１７ＭＨｚだけでもおそらく固定電話のＩＰ
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化の音声用のチャンネルとしたら十分だと思う。 

仮に８ｋｂｐｓとして、１６ＱＡＭ方式で使ったとしても、１Ｈｚ

あたり４ビット送れたら２ｋＨｚの帯域となる。これにビット誤

りを付けても、３ｋＨｚの帯域があれば送れると思う。１ＭＨ

ｚ当たり楽に見積もっても３００チャンネル。１７ＭＨｚの帯

域では５１００チャンネルとなる。 

固定電話は複信方式だが、一般に聴いている間は話さな

いなぁ。実際には５１００チャネルが全部使えると思う。 

実際には１７０～２２２ＭＨｚを一体使えば、２５６ＱＡＭ方

式で使うしなぁ。今の携帯電話は２５６ＱＡＭ方式がごく普

通だからなぁ。だから無線化しても携帯電話の音声と同じ

８ｋｂｐｓの符号化にも対応したら何の問題もないと思う。 

確かＤ７０型交換機の収容能力は最大１０万回線で４８０

０アーランだったと記憶している。それよりもＮＯＴＴＶの周

波数だけでそれを超えると思う。 

これなら電波を使う方が効率的でなぁ。 

 

今、新たに電波関係審査基準の一部を改正する訓令案

に係る意見募集として、令和２年１０月１４日に出ている。 

公共ブロードバンドの移動通信システムの利用主体の拡

大に係る制度整備とかなぁ。 

今みたらわかる通り５ＭＨｚ毎になぁ。さっきも言ったがＹｏ

ｕＴｕｂｅに使われる帯域は２３２ｋｂｐｓに過ぎないからなぁ。

この画像で４ＫのテレビでＹｏｕＴｕｂｅを見ている。誰も画像

が荒いといった人はいるのかなぁ。 

私も一度飲みながら見たがなぁ。テレビで検索してＹｏｕＴｕ

ｂｅをみたら良いなぁ。ロックバンドの検索をしてなぁ。昔の

ロックの歌手と映像がなぁ。 

それなのに古臭い５ＭＨｚ毎にとかなぁ。 
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こうやって一度決まるとずーっと引っ張ってしまう状態だか

らなぁ。 

非常に詳しい人が作ると最新のものになるが、詳しくない

人がやるとこうなってしまうからなぁ。ＹｏｕＴｕｂｅは音声が

最大２３２ｋｂｐｓ（最高音質）に過ぎないからなし、映像は２

Ｍｂｐｓだなぁ。 

無論これなら、ＮＴＴの電話局毎に公共安全ＬＴＥが付く。

それは固定電話のＩＰ化のためになぁ。しかも警察や消防

等の基地局にもなぁ。それはそれで使えるからなぁ。空間

多重ということでなぁ。 

公共安全ＬＴＥとは携帯電話の技術を使うということだから

なぁ。まだ、２００ＭＨｚ帯は実用化してないと思うからな

ぁ。今なら設計変更もなぁ。富士通ゼネラルの記事をネッ

トでなぁ。２０１９年６月２１日に山口県総合防災訓練に参

加したとなぁ。 

公共安全ＬＴＥとしてなぁ。富士通ゼネラルもおそらく固定

電話のＩＰ化にも参加できたら儲けられるからなぁ。全部の

固定電話を無線化したら新しい固定電話となる。 

値段を高くした消防無線のデジタル化機器は独禁法でや

られたが、値段を安くしてたくさん売ればみんなが喜ぶと

思う。 

２つとも無線機を作っている事業者は儲かるが、どちらが

国民を喜ばせるかなぁ。それにおそらくたくさん無線機を

作った方が利益も大きいと思う。 

一応検討して欲しいことを書いて置く。 

まず、光ファイバーにも対応できるように Wi-Fi 機能も入

れて欲しい。絶対に使わないといけないというのではなく、

Wi-Fi 機能があると企業等で使う場合には、簡単に位置を

変えられる。 
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それと電源は商用電源となるが、停電対応のために蓄電

池が必要となる。受信だけなら数日間以上は持たないと

いけないと思う。 

ＧＰＳ機能も入れて欲しい。勝手に大きく位置を変更させ

ないためです。 

ファックスを送る時には原則として６４ｋｂｐｓのスビートで

送れること。少数の枚数の場合は８ｋｂｐｓでも可能とす

る。 

ＧＰＳを入れることで同報無線の音が聞こえない家でも聞

くことが可能となる。私の家では二重窓にしているから同

報無線が聞こえない。 

でも、固定電話で聞こえたらなぁ。私もほとんどは関係な

いけれども、例えば墓掃除とかなぁ。関係のある放送もな

ぁ。その地区だけの放送だなぁ。これを何日かは残してく

れたらなぁ。こうした機能も入れて欲しいなぁ。 

これからいうことは短波の時代は世界的混信かせなぁ。Ｖ

ＨＦ以上は見通し距離しか飛ばない。電波の価値に大き

な差がなぁ。 

一般国民が使えるようにして欲しいと思うなぁ。これは電

波全体で考えて欲しいということだなぁ。電波法の主人は

国民だからなぁ。国民が電波を使えるようにして欲しいと

いうことだなぁ。携帯電話が主たる用途になったのは国民

が使うからだなぁ。 

１億８０００万加入でも帯域が足りないかというと足りなく

はないと思う。 

無線の周波数が足りなくなると技術的進歩があるというこ

とだなぁ。すでに６Ｇの技術もなぁ。ＯＡＭ多重技術とかな

ぁ。ＮＴＴが開発した技術だなぁ。６Ｇの最初は５倍だが、１

００倍の可能性もなぁ。 
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足りなくなると開発が進み、そこにお金が投資されて実質

的な帯域は増えるということだなぁ。 

それとこれからは安くということだなぁ。日本ではこの３０

年間ほとんどＧＤＰが増えなかった。一人当たりのＧＤＰは

減っているかもしれんなぁ。 

要するに給料から差し引かれるお金も多いのでなぁ。菅

首相は携帯電話４割安と言ったのではないかと思う。手取

り金額が大幅に減っていると思うからだなぁ。 

ここらは工夫して通信費を安くしないといけないと思うな

ぁ。 

今共働き家庭が増えたのも、夫だけの稼ぎでは妻や子供

たちを養いきれなくなり、パート等が増えたということもあ

ると思う。 

１９９０年頃にはまだ携帯電話はなかったからなぁ。１億８

０００万加入の携帯電話だけ家庭の支出は増えたというこ

とになるからなぁ。 

そうした国民の不満がなぁ。そこに少子高齢化による社会

福祉費が大幅に増えてなぁ。 

現実の手取り金額が減っているからなぁ。それがもっとも

よく出たのが携帯電話料金ではないかと思う。 

【個人 D】 
 


